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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第22期
第３四半期
累計期間

第23期
第３四半期
累計期間

第22期
第３四半期
会計期間

第23期
第３四半期
会計期間

第22期

会計期間

自平成22年
３月１日
至平成22年
11月30日

自平成23年
３月１日
至平成23年
11月30日

自平成22年
９月１日
至平成22年
11月30日

自平成23年
９月１日
至平成23年
11月30日

自平成22年
３月１日
至平成23年
２月28日

売上高（千円） 5,090,8255,180,9231,628,8611,741,0236,936,536

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△10,133 84,398 33,787 32,306 53,752

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
△17,434 △95,292 16,721 10,501 13,492

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 245,000 245,000 245,000

発行済株式総数（株） － － 9,750 9,750 9,750

純資産額（千円） － － 2,127,8582,055,2602,159,121

総資産額（千円） － － 4,327,3744,126,9493,827,226

１株当たり純資産額（円） － － 269,485.59260,291.35273,444.97

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期純損失金額（△）

（円）

△2,208.03△12,068.442,117.661,330.021,708.76

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 1,000

自己資本比率（％） － － 49.2 49.8 56.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△108,908△34,417 － － △22,254

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
57,645 △59,632 － － 111,708

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△94,259△158,147 － － △240,304

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,228,517970,9901,223,188

従業員数（人） － － 149 163 150

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

 　　　 ２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３. 持分法を適用した場合の投資利益については、関係会社が存在していないため記載しておりません。　

 　　　 ４. 第23期第３四半期会計期間、第22期及び第22期第３四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第23

期第３四半期累計期間及び第22期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

当社は関係会社を所有していないため、該当事項はありません。 

 

 

 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成23年11月30日現在

従業員数（人） 163（217）

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、アルバイトを含みま

す。）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

　（1）仕入実績

 　商品別仕入高は次のとおりであります。

 　　　〔商品別仕入高〕

 商　品　別
当第３四半期会計期間 

（自　平成23年９月１日
  至　平成23年11月30日）

 金額（千円） 
前四半
期比
（％） 

 シ　ャ　ツ 49,994130.0

 ニット(セーター・トレーナー類) 381,161110.0

 ボ　ト　ム　ス 142,70599.7

 ブ　ル　ゾ　ン 414,184102.0

 小　物・雑　貨 105,435112.7

 そ　の　他 105,918121.5

 合　　計 1,199,399107.6

(注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　（2）販売実績

 　商品別及び地区別の売上高は次のとおりであります。

 　　　〔商品別売上高〕

 商　品　別
当第３四半期会計期間 
（自　平成23年９月１日
　至　平成23年11月30日）

 金額（千円） 
前四半期
比（％）
 

 シ　ャ　ツ 87,359150.2

 ニット(セーター・トレーナー類) 608,284113.3

 ボ　ト　ム　ス 206,63687.3

 ブ　ル　ゾ　ン 523,40797.8

 小　物・雑　貨 147,976101.7

 そ　の　他 167,359144.1

 合　　計 1,741,023106.9

 (注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

 　　　〔地区別売上高〕

地　区　別
当第３四半期会計期間 
（自　平成23年９月１日
　至　平成23年11月30日）

 金額（千円） 
前四半期
比（％）
 

 北　 海　 道 27,675107.2

 関　 東 746,302103.9

 中 　部 300,210105.6

 近　 畿 453,341106.8

 中 　国・四国 85,841215.8

 九 　州 127,65193.8

 合　　計 1,741,023106.9

 (注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

 当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

　

３【経営上の重要な契約等】

    　 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　　 当第３四半期会計期間（平成23年9月1日から平成23年11月30日まで）におけるわが国経済は、サプライチェーン

　 の回復や震災復興需要などにより、東日本大震災の影響による景気後退から、緩やかに回復傾向にありましたが、

   一方では、欧州における財政問題や米国経済の減速懸念を背景とした円高と株安傾向が長期化しており、先行きは

   不透明な状況で推移いたしました。

　　 小売業界におきましては、震災の影響により減退した消費環境は収束に向かい、夏場の節電需要や高額品消費の

　 好調な推移など、一部において回復傾向が見られるようになりました。しかしながら、そのテンポは緩やかで、ま

　 た、雇用情勢は依然として厳しい状況が続いており、消費マインドの本格的な回復には到っておりません。原材料

   の高騰などの要因も加わり、経営環境は引き続き厳しい状況で推移いたしました。

　　 このような状況のもと、当社は、販売面におきましては、「METHOD事業の強化」と「流儀圧搾事業の拡大」を方

　 針として、売上高の拡大に取り組んでまいりました。

     「METHOD」につきましては、既存店の販売力向上をテーマとして取り組み、人材面においては、マネジメント能

   力の高いリーダー層の育成、および、店舗スタッフの接客レベルの向上に努めてまいりました。品揃えにおいては

　 ミリタリー・バイカー等のナショナルブランド商品の強化、バッグ・ベルトなど雑貨類の取扱いの拡大を図り、ま

　 た、社内商品検討会の活用を推進し、店舗からの要望、商品検討にかかるコミュニケーション拡充に努めて、店舗

　 特性を活かした店づくりを強化してまいりました。その結果、「METHOD」の当第３四半期会計期間の売上高前年比

   は、不採算店舗撤退による店舗数減の影響もあり、98.0％となりましたが、既存店売上高前年比については104.7

　 ％と前年を上回りました。

     「流儀圧搾」につきましては、「和の文化とファッションを提案するショップ」をテーマにブランドイメージ確

　 立を目指し、「和」を切り口として、新規性があり、付加価値の高い品揃えを目標に商品戦略を進めるとともに、

　 「流儀圧搾ブランド」に携わるための知識や技術、ブランド意識の向上を図るべく、店長および店舗スタッフの人

   材育成に努めてまいりました。また、新店４店舗を出店し積極的な店舗戦略よる売上拡大に取り組んだ結果、「流

   儀圧搾」の当第３四半期会計期間の売上高前年比は154.8％、既存店売上高前年比は100.7％となりました。また、

　 全社の売上高前年比は106.9％、既存店売上高前年比は104.0％となりました。

　 　商品面におきましては、適時適量な商品発注の徹底および価格設定の見直しを行うとともに、社内商品検討会に

   おけるメーカーからの自主提案商品の拡充を図り、商品力の強化に努めてまいりました。その結果、当第３四半期

   会計期間の客単価前年比は103.5％となりましたが、中国など海外製造コスト上昇の影響もあり、売上総利益率に

　 ついては48.8％と、前年を0.8ポイント下回りました。

   　店舗戦略につきましては既存優良物件を中心とした出店を方針として、当第３四半期会計期間おいて「流儀圧

　 搾」４店舗を出店、また、「流儀圧搾」１店舗を退店、当第３四半期会計期間末の店舗数は「METHOD」41店舗、

  「流儀圧搾」26店舗「METHOD COMFORT」２店舗、「AGIT POINT」１店舗の合計70店舗となりました。

     以上の結果、当第３四半期会計期間における売上高は17億41百万円（前年同期比6.9％増）、営業利益は37百万

   円（前年同期比10.1％減）、経常利益は32百万円（前年同期比4.4％減）、四半期純利益は10百万円（前年同期比

   37.2％減）となりました。　

　

　（２）財政状態の分析

（資産）

　 当第３四半期会計期間末の資産は、前事業年度末と比較して２億99百万円増加し41億26百万円となりました。

 これは主に現金及び預金の減少２億52百万円、売掛金の増加２億40百万円、商品の増加３億27百万円等によるもの

 であります。
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  (負債)

   当第３四半期会計期間末の負債は、前事業年度末と比較して４億３百万円増加し20億71百万円となりました。

 これは主に買掛金の増加３億51百万円、資産除去債務の増加１億63百万円、借入金の減少１億27百万円等によるも

 のであります。

 （純資産）

　 当第３四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末と比較して１億３百万円減少し20億55百万円となりました。

 これは主に利益剰余金の減少１億３百万円等によるものであります。  

　

（３）キャッシュ・フローの状況

 　当第３四半期会計期間末における現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第２四半期会計期間末に比べ

 98百万円減少し、９億70百万円となりました。 

 　また、当第３四半期会計期間におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、以下のとおりであります。

 　

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

 　営業活動の結果、支出した資金は48百万円（前年同四半期会計期間は74百万円の支出）となりました。

 これは主に、税引前四半期純利益22百万円に加え、償却費の合計39百万円による資金の増加、売上債権の増加によ

 る支出１億41百万円等によるものであります。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

 　投資活動の結果、得られた資金は16百万円（前年同四半期会計期間は28百万円の収入）となりました。

 これは主に、敷金及び保証金の回収による収入47百万円、有形固定資産の取得による支出12百万円、敷金及び保証

 金の差入による支出14百万円等によるものであります。

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

 　財務活動の結果、支出した資金は66百万円（前年同四半期会計期間は１億71百万円の支出）となりました。

 これは主に、長期借入金の返済による支出58百万円等によるものであります。

    

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

      当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

 　　 該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画

　①重要な設備の新設

　当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設について完了したも

のは次のとおりであります。

　事業所名 　所在地　　 　取得金額（千円） 　完成年月
　増加売場面積

（㎡）

　イオンモール倉敷店 

　

　岡山県倉敷市

　

         15,871　平成23年９月 102.68　　　

　橿原アルル店 　奈良県橿原市     　    8,139　平成23年９月  43.70　　　

　京阪モール天満橋店 　大阪府大阪市中央区           8,151　平成23年10月  95.87　　　

　新静岡セノバ店 　静岡県静岡市葵区          11,500　平成23年10月  62.35　　　

　合計 　―          43,662 　― 304.60

　（注）１.取得金額には、敷金及び保証金を含んでおります。

        ２.上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

　

　②重要な設備の改修 

　当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の改修について完了したも 

　のは次のとおりであります。

　事業所名 　所在地　　 　取得金額（千円） 　完成年月
　増加売場面積

（㎡）

　天神コア店

　

　福岡県福岡市中央区

　

         9,099　平成23年９月 △139.13　　　

　藤沢ＯＰＡ店

　

　神奈川県藤沢市

　

         7,926　平成23年９月 　 48.38　　　

　合計 　―         17,026 　―  △90.75

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

　　　　

　　　③重要な設備の除却等

　　　　当第３四半期会計期間において実施した設備の除却3,173千円は、店舗移転に係るものであります。

　　　　また、新たに退店が決定しており、減損損失3,253千円を計上しております。　　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000

計 39,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年１月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,750 9,750

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

　（スタンダード）　

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。

計 9,750 9,750 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年１月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成14年５月21日定時株主総会決議（第１回新株予約権）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成23年11月30日）

新株予約権の数（個） 239

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　 717（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 119,567（注）２

新株予約権の行使期間
自　平成16年11月12日

至　平成26年５月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　119,567

資本組入額　　59,784

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、３株であります。

（平成18年９月12日付をもって１株を３株に分割したため）

２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝
調整前払込金額×既発行株式数＋新株発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新株発行株式数

３．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあ

ることを要する。但し、任期満了による退任、定年退職の場合にはこの限りでない。

②　株式公開後６ヶ月を経過するまでは、権利行使できない。

③　株式公開後６ヶ月を経過後１年経過するまでは、付与された権利の50％までは行使可能。

④　当社と新株予約権の割り当てを受けたものとの間で締結した「新株予約権割当契約」で定めるところによ

る。

４．新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

　

EDINET提出書類

株式会社シーズメン(E03498)

四半期報告書

 9/26



②　平成15年５月28日定時株主総会決議（第２回新株予約権）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成23年11月30日）

新株予約権の数（個） 12

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 36（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 150,000（注）２

新株予約権の行使期間
自　平成17年　５月29日

至　平成25年　５月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　150,000

資本組入額　 　75,000

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、３株であります。

（平成18年９月12日付をもって１株を３株に分割したため）

２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝
調整前払込金額×既発行株式数＋新株発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新株発行株式数

３．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の行使は、行使しようとする新株予約権又は新株予約権者について、新株予約権の消却事由が発

生していない事を条件とし、消却事由が生じた新株予約権の行使は認められないものとする。但し、取締役

会の決議により特に行使を認められた場合はこの限りではない。

②　新株予約権の行使に当たっては、新株予約権１個の一部についてこれを行使する事はできないものとする。

また、新株予約権の行使の結果、新株予約権者に対して発行される株式数は整数でなければならず、１株未

満の端数の部分については、株式を割り当てないものとする。

③　当社と新株予約権者との間で、別途「新株予約権割当契約」を締結した場合は、その契約に定めるところに

従って新株予約権を行使しなければならない。

４．新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

 

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成23年９月１日～

 平成23年11月30日 
－ 9,750 － 245,000 － 145,000

　

　

（６）【大株主の状況】

　　　　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

　　　ません。
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（７）【議決権の状況】

 ①【発行済株式】

 

 平成23年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    1,854 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　  7,896 7,896 －

単元未満株式 　－ － －

発行済株式総数 9,750 － －

総株主の議決権 － 7,896 －

　　 

　　　②【自己株式等】

 平成23年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社シーズメン
東京都中央区日本橋

小伝馬町13番４号
1,854 － 1,854 19.01

計 － 1,854 － 1,854 19.01

　　 

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高（円） 60,00048,90054,00056,80057,00068,00065,00065,60064,500

最低（円） 40,90041,90047,60050,00050,20050,90054,10055,60060,000

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成22

年３月１日から平成22年11月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

23年９月１日から平成23年11月30日まで）及び当第３四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年11月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成22年９月１日から平成22

年11月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期財務諸

表については、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、当第３四半期会計期間（平成23年９月１日

から平成23年11月30日まで）及び当第３四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年11月30日まで）に係る四

半期財務諸表については、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　また、当社の監査法人は次のとおり交代しております。　

　第22期事業年度　有限責任監査法人トーマツ　

　第23期第３四半期会計期間及び当第３四半期累計期間 新日本有限責任監査法人

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年11月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 970,990 1,223,188

売掛金 471,831 231,738

商品 1,023,496 696,148

繰延税金資産 31,607 47,110

その他 45,344 77,818

貸倒引当金 △2,389 △2,346

流動資産合計 2,540,880 2,273,657

固定資産

有形固定資産

建物 912,391 736,850

減価償却累計額 △564,853 △463,915

建物（純額） 347,537 272,935

工具、器具及び備品 167,762 137,165

減価償却累計額 △122,756 △113,766

工具、器具及び備品（純額） 45,005 23,398

建設仮勘定 － 3,380

有形固定資産合計 392,543 299,714

無形固定資産

ソフトウエア 14,744 13,279

リース資産 93,990 115,680

その他 3,150 3,150

無形固定資産合計 111,884 132,110

投資その他の資産

投資有価証券 36,202 37,336

長期貸付金 73,930 75,725

長期前払費用 18,343 20,944

繰延税金資産 149,602 156,308

敷金及び保証金 877,492 907,154

貸倒引当金 △73,930 △75,725

投資その他の資産合計 1,081,640 1,121,744

固定資産合計 1,586,069 1,553,569

資産合計 4,126,949 3,827,226
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年11月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形 91,751 147,030

買掛金 494,077 142,364

短期借入金 300,000 299,998

1年内返済予定の長期借入金 197,392 276,464

リース債務 30,446 29,789

未払費用 233,703 158,131

未払法人税等 13,359 18,621

賞与引当金 24,600 33,070

その他 56,154 24,458

流動負債合計 1,441,484 1,129,928

固定負債

長期借入金 371,117 419,788

役員退職慰労引当金 31,565 31,565

リース債務 63,906 86,823

資産除去債務 163,616 －

固定負債合計 630,204 538,176

負債合計 2,071,688 1,668,105

純資産の部

株主資本

資本金 245,000 245,000

資本剰余金 415,193 415,193

利益剰余金 1,548,039 1,651,228

自己株式 △150,446 △150,446

株主資本合計 2,057,786 2,160,974

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,525 △1,852

評価・換算差額等合計 △2,525 △1,852

純資産合計 2,055,260 2,159,121

負債純資産合計 4,126,949 3,827,226
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年11月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年11月30日)

売上高 5,090,825 5,180,923

売上原価 2,619,388 2,634,328

売上総利益 2,471,436 2,546,594

販売費及び一般管理費 ※
 2,459,900

※
 2,447,113

営業利益 11,536 99,481

営業外収益

受取利息 570 1,495

受取配当金 398 445

その他 318 1,239

営業外収益合計 1,287 3,180

営業外費用

支払利息 22,405 18,035

その他 552 228

営業外費用合計 22,958 18,264

経常利益又は経常損失（△） △10,133 84,398

特別利益

貸倒引当金戻入額 6,437 1,752

償却債権取立益 748 －

店舗閉鎖損失戻入額 7,770 －

その他 506 －

特別利益合計 15,462 1,752

特別損失

固定資産売却損 677 －

固定資産除却損 8,508 13,000

店舗閉鎖損失 6,825 3,851

減損損失 7,683 6,953

貸倒損失 － 15,897

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 109,117

特別損失合計 23,695 148,820

税引前四半期純損失（△） △18,366 △62,670

法人税、住民税及び事業税 10,418 9,952

法人税等調整額 △11,350 22,669

法人税等合計 △932 32,622

四半期純損失（△） △17,434 △95,292
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成22年11月30日)

当第３四半期会計期間
(自　平成23年９月１日
　至　平成23年11月30日)

売上高 1,628,861 1,741,023

売上原価 820,236 890,565

売上総利益 808,624 850,457

販売費及び一般管理費 ※
 767,339

※
 813,353

営業利益 41,284 37,103

営業外収益

受取利息 364 459

受取配当金 20 20

その他 19 738

営業外収益合計 403 1,217

営業外費用

支払利息 7,895 5,984

その他 5 30

営業外費用合計 7,900 6,014

経常利益 33,787 32,306

特別利益

貸倒引当金戻入額 6,437 590

償却債権取立益 148 －

店舗閉鎖損失戻入額 3,744 －

特別利益合計 10,330 590

特別損失

固定資産除却損 1,773 3,173

店舗閉鎖損失 6,696 3,253

減損損失 5,612 3,608

特別損失合計 14,082 10,034

税引前四半期純利益 30,035 22,862

法人税、住民税及び事業税 3,505 3,304

法人税等調整額 9,809 9,057

法人税等合計 13,314 12,361

四半期純利益 16,721 10,501
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年11月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △18,366 △62,670

減価償却費 71,486 77,179

無形固定資産償却費 25,041 25,745

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 109,117

長期前払費用償却額 7,123 7,308

減損損失 7,683 6,953

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,437 △1,752

賞与引当金の増減額（△は減少） △21,700 △8,470

ポイント引当金の増減額（△は減少） △9,198 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1,850 －

受取利息及び受取配当金 △968 △1,940

支払利息 22,405 18,035

固定資産除却損 8,508 13,000

固定資産売却損益（△は益） 677 －

貸倒損失 － 15,897

売上債権の増減額（△は増加） △141,127 △240,093

たな卸資産の増減額（△は増加） △261,855 △327,347

その他の資産の増減額（△は増加） 64,773 106

仕入債務の増減額（△は減少） 238,245 296,433

その他の負債の増減額（△は減少） △47,773 74,638

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,692 △7,773

小計 △74,024 △5,632

利息及び配当金の受取額 968 1,940

利息の支払額 △22,841 △17,996

法人税等の支払額 △13,011 △12,730

営業活動によるキャッシュ・フロー △108,908 △34,417

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △75,135 △97,259

無形固定資産の取得による支出 △4,910 △5,520

敷金及び保証金の回収による収入 179,361 84,443

敷金及び保証金の差入による支出 △32,894 △36,590

長期前払費用の取得による支出 △8,775 △4,706

投資活動によるキャッシュ・フロー 57,645 △59,632

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 49,999 2

長期借入れによる収入 200,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △325,750 △227,743

リース債務の返済による支出 △18,335 △22,261

配当金の支払額 △172 △8,145

財務活動によるキャッシュ・フロー △94,259 △158,147

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △145,521 △252,198

現金及び現金同等物の期首残高 1,374,039 1,223,188

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,228,517

※1
 970,990
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日）

　会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用　

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

を適用しております。

　これにより、当第３四半期累計期間の営業利益及び経常利益は、それ

ぞれ8,013千円減少し、税引前四半期純損失が117,130千円増加しており

ます。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は、

161,908千円であります。

　　　

　

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日）

　１．たな卸資産の評価方法 　当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第

２四半期会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する

方法によっております。 

　２．繰延税金資産及び負債の算定方法 　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前事業年度末以降に経営環境

等、かつ一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前事業

年度末において使用した将来の業績予想及びタックス・プランニングを利用

する方法、あるいは繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前事業年度末

以降に経営環境等、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場

合に、前事業年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっており

ます。 

　

　

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

　　　　該当事項はありません。

　

（四半期損益計算書関係）

　

前第３四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　次のとおりであります。

　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

　

給与手当 794,285千円

賞与引当金繰入額    16,500千円

退職給付費用 19,685千円

法定福利費 104,274千円

広告宣伝費 90,219千円

店舗家賃等 881,326千円

減価償却費 71,486千円

　

給与手当 807,249千円

賞与引当金繰入額    24,600千円

退職給付費用 20,295千円

法定福利費 106,092千円

広告宣伝費 96,316千円

店舗家賃等 824,318千円

減価償却費 77,179千円

　

　

　

前第３四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　次のとおりであります。

　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　次のとおりであります。

　

給与手当 

賞与引当金繰入額

252,024

11,008

千円

千円

退職給付費用 6,505千円

法定福利費 34,179千円

広告宣伝費 28,259千円

店舗家賃等 275,311千円

減価償却費 24,159千円

給与手当 

賞与引当金繰入額

270,346

24,600

千円

千円

退職給付費用 6,804千円

法定福利費 36,730千円

広告宣伝費 31,422千円

店舗家賃等 274,468千円

減価償却費 28,604千円
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年11月30日現在）　

　　現金及び預金勘定 1,228,517千円

　　現金及び現金同等物 1,228,517千円

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

　　照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年11月30日現在）　

　　現金及び預金勘定 970,990千円

　　現金及び現金同等物 970,990千円

　

　２　重要な非資金取引の内容　

　　 第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する

　　会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31日)

    及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

　　（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

　　を適用しております。　

　　　これにより、当第３四半期会計期間末において、

    有形固定資産が51,184千円、資産除去債務が165,594

　　千円増加しております。　　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年11月30日）及び当第３四半期累計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年

11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  9,750株

   

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  1,854株

   

３．新株予約権等に関する事項

  該当事項はありません。

  

４．配当に関する事項

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年５月27日

定時株主総会
普通株式 7,896 1,000 平成23年２月28日 平成23年５月30日利益剰余金

　

　  　５. 株主資本の著しい変動に関する事項

　　当社は、平成23年５月27日開催の定時株主総会決議に基づき、平成23年５月27日をもって下記のとおり、剰

　　余金の処分を行いました。

　（剰余金の処分に関する事項）

　　①減少する剰余金の項目及びその額　

 　　 別途積立金　　　200,000,000円

　　②増加する剰余金の項目及びその額

　　　繰越利益剰余金　200,000,000円　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　　　　当社は、衣料品小売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

　　　　　（追加情報）

      　  第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

　　　　３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

　　　　成20年３月21日）を適用しております。　　

　

　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成23年11月30日）

前事業年度末
（平成23年２月28日）

１株当たり純資産額 260,291.35円 １株当たり純資産額 273,444.97円

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

前第３四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △2,208.03円
 

１株当たり四半期純損失金額 △12,068.44円
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

  （注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（千円） △17,434 △95,292

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △17,434 △95,292

期中平均株式数（株） 7,896 7,896

　 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

 当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

 株式で、前事業年度末から重要な変動があったもの

 の概要　　　

－ －
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前第３四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額 2,117.66円
 

１株当たり四半期純利益金額 1,330.02円
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

  （注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 16,721 10,501

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 16,721 10,501

期中平均株式数（株） 7,896 7,896

   希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

 当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

 株式で、前事業年度末から重要な変動があったもの

 の概要　　　

－ －

　

（重要な後発事象）

　　  該当事項はありません。

　

２【その他】

　 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年１月11日

株式会社シーズメン

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 瀬戸　卓　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森田　健司　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社シーズメン

の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの第22期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年９月１日から平成22年

11月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シーズメンの平成22年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第

３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以　上

 （注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　 ２.四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年１月11日

株式会社シーズメン

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢治　博之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　昌美　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社シーズメン

の平成23年３月１日から平成24年２月29日までの第23期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年９月１日から平成23年

11月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年11月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シーズメンの平成23年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第

３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

  「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期会計

期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以　上

 （注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　 ２.四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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